
  

各論
第1編  健康の確保と増進
第3章  医療保険
第1節  医療保険制度の現状と動向
1  医療保険の一般概況

(1)  医療保険制度の概要

わが国の医療保険制度は,被用者を対象とする制度としては,一般被用者を対象とする健康保険制度(政府が
管掌する政府管掌健康保険と企業ごとに,または企業がより集まって組織する健康保険組合が管掌する組
合管掌健康保険から成っている。),船員を対象とする船員保険制度,日雇労働者を対象とする日雇労働者健
康保険制度,公務員およびこれに準ずる者を対象とする国家公務員共済組合,地方公務員等共済組合,公共企
業体職員等共済組合および私立学校教職員共済組合の各種共済組合制度があり,一般地域住民を対象とす
る制度としては,国民健康保険制度があり,すべての国民が何らかの保険制度の対象となる国民皆保険の体
制が整っている。

それぞれの制度の対象者数は第1-3-1表にみるとおりであるが,一般被用者を対象とする健康保険制度が最
も多くの対象者を有しており,ついで一般地域住民を対象とする国民健康保険制度となっている。

第1-3-1表 各種医療保険制度適用人員一覧表
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(2)  医療保険の抜本改正

医療保険制度の抜本改正については,その必要性がつとに指摘されてきたところであるが,政府は,44年8月,
社会保険審議会および社会保障制度審議会に対し,医療保険制度改革について諮問を行なった。

両審議会においては,これをうけて審議を開始したが,医療保険制度の抜本改正の論議にあたっては,その基
盤をなす健康管理制度,医療制度,薬事制度等について検討することが不可欠であるとして,医療保険制度に
関する議論に先だって,これらの制度の検討に入り,社会保険審議会は,45年10月31日「医療保険の前提問
題(関連諸制度)についての意見書」を提出した。その後両審議会は審議を続けたが,抜本改正の問題はき
わめて広範多岐にわたるという事情もあるため,45年末の予算編成時に至っても両審議会の答申は出ない
ままであった。

このため,政府としては,46年度から抜本改正に着手すべき旨を明らかにした経緯もあり,また,政府管掌健
康保険の財政状況も悪化の一途をたどっているところから,審議会の答申を待たず,46年度から抜本改正に
着手することとし,46年1月4日両審議会に健康保険法等の一部改正について諮問,2月17日答申を得て退職
者継続医療給付制度の創設,標準報酬制度の合理化,一部負担の改定等を内容とする法案を国会に提出し
た。しかしながら,同法案は,会期後に参議院議員選挙を控えていたこと等により,実質的に審議期間が短か
かったこともあって,5月24日国会終了とともに審議未了となった。

両審議会は,その後,抜本改正に関する審議を再開し,精力的に審議を進め社会保障制度審議会は46年9月13
日,社会保険審議会は46年10月8日,それぞれ医療保険制度の抜本改正について答申を行なった。

政府はこれをうけ,抜本改正の具体策とその実施方法について検討を加えたが,この間政府管掌健康保険の
財政は,増々窮迫の度を加えており,47年度末には累積収支不足額が3,000億円をこえる見込となったため,
被用者保険の中核である政府管掌健康保険の財政安定なくしては,抜本改正への円滑な移行も困難である
との見地から,47年度においては,政府管掌健康保険の財政再建にしぼって改正を行ない,これによる財政安
定ののちに抜本改正を48年度から実施する方針を固めた。

財政再建のための「健康保険法及び厚生保険特別会計法の一部を改正する法律案」は,関係審議会の答申
を得て,47年2月18日,国会に提出され,3月17日,衆議院本会議の趣旨説明の後,社会労働委員会に附託され
た。

政府は,この間,48年度よりの実施を目途とする抜本改正案を,47年2月5日,社会保険審議会および社会保障
制度審議会に諮問したが,これに対し,社会保障制度審議会からは4月6日,社会保険審議会からは同19日,そ
れぞれ答申が提出された。

政府が諮問した抜本改正案は,医療保険における負担および給付の両面にわたる格差,不均衡を是正するこ
とを主たる内容としていたが,関係審議会の答申においては,保険料負担の格差,不均衡の是正を目途とする
2分の1財政調整については,現時点においての導入に難色を示す向きが多かった。

政府としてはこれをうけ,最終的に抜本改正法案を固めるべく与党と協議を進めたが,政府原案を修正する
ことで合意に達し,5月16日,「健康保険法等の一部を改正する法律案」として改正法案を国会に提出し
た。

改正案の主な内容は次の通りである。

ア 被用者保険の家族について,医療給付の給付率を現行5割から6割に引き上げる。

イ 被用者保険の家族および国民健康保険の被保険者について,高額医療の際,自己負担とされる部分
のうち一定額以上について保険で事後払いする制度を創設する。 

ウ 分娩費,埋葬料について改善を行なう。
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エ 被用者保険の本人について,初診時および入院時の一部負担金を引き上げ,外来投薬時一部負担金
を新設する。

オ 健康保険の保険者間で,60歳以上の高齢被保険者にかかる保険給付に要する費用を共同負担する
制度を創設する。また,健康保険組合連合会が,健康保険組合の相互扶助事業を行なうことができる
こととする。 

カ 医薬分業の推進,領収書等の発行等の措置を講ずる。

一方,政府は,これと同時に,医療供給体制の体系的整備,医療関係者の確保等を図るため,5月9日に社会保障
制度審議会の答申を得たうえで,同26日医療基本法案を国会に提出した。

このように,医療保険制度の抜本改正は,財政対策法案,抜本改正法案,医療基本法案の三本建てで国会の審
議の場に上ったが,財政対策法案は,衆議院での国庫補助を中心とする大幅な修正の後,参議院に送付された
ものの,参議院段階で廃案となった。また,抜本改正法案および医療基本法案も,結局廃案となった。 

(3)  医療保険の財政状況

政府管掌健康保険や船員保険などの各種保険の財政状況は,つぎのとおりである。

政府管掌健康保険の41年度から46年度までの財政状況は,第1-3-2表のとおりであり,42年度以降は,「健康
保険法及び船員保険法の臨時特例に関する法律」(以下「健保特例法」という。)の影響もあって単年度収
支不足額も42年度58億円,43年度24億円,44年度56億円と減少し,収支の状況は小康状態を保っていたが,45
年度においては,45年2月および7月に診療報酬の引き上げが行なわれたことから単年度で,383億円の収支
不足額が生じた。46年度においては,さらに大幅な収支不足額が生じる見込みであったが,46年7月に健康
保険制度創設以来はじめての経験である保険医総辞退に遭遇したことや,年度後半における医療費ののび
が鎮静化の傾向にあったことから,47年2月から行なわれた診療報酬の引上げの影響も含めて,単年度で約
79億円の収支不足額に留まり,過去の累積収支不足額を加えた年度末における累積収支不足額は1,980億円
に達した。

第1-3-2表 政府管掌健康保険財政状況

船員保険においては,41年度に3億9,000万円であった単年度収支不足額は,42年度に4億9,000万円の黒字に
転じ,以後財政状況は良好で,46年度末における黒字の額は,36億円となっている。

組合管掌健康保険の財政状況は,第1-3-3表のとおりであり,各種医療保険の中では比較的財政状況は良好
である。

第1-3-3表 健康保険組合における赤字組合数および赤字額の推移

厚生白書（昭和47年版）



日雇労働者健康保険においては,45年5月31日限りで日雇労働者健康保険擬制適用の取り扱いが廃止され
たところであるが,その収支は依然として均衡せず,46年度における保険給付費に対する保険料収入の割合
はわずか13.6%となっており,同年度においては単年度で168億円の収支不足額が生じ,過去の累積収支不
足額を加えると年度末における累積収支不足額1,410億円に達した。

国民健康保険においては,政府が毎年度巨額の国庫負担を行ない財政基盤の強化に努めており,一方,保険者
側の保険料の引上げや収納率の向上により財政状況は相当好転したが,医療費が増加傾向にあるため今後
ともその財政は予断を許さないものがある。国民健康保険の45年度の決算収支では3,275の市町村保険者
のうち92が赤字保険者である。また,医師,弁護士等同種同業のものをもって組織されている国民健康保険
組合の45年度の財政状況は,193組合のうち6組合が赤字となっている。 

(4)  保険医療費の動き

医療費は被保険者数の要素を除くと受診率,1件当たり日数および1日当たり診療費の3要素に分解するこ
とができる。これを政府管掌健康保険の被保険者,被扶養者および国民健康保険の被保険者(以下,本項では
それぞれ「本人」,「家族」および「国保」と略称する。)についてみる。 

ア  受診率

1人当たりの受診件数(ここで,「件数」というのは,医療機関での受診回数といった常識的意味ではなく同
一医療機関において同一月内に1回以上受診の事実があれば1件と算定する。)について,近年における推移
をみると,第1-3-1図のように漸増傾向を示してきた。なお,政府管掌健康保険についてみれば,46年には若
干の減少がみられるが,これは主に46年7月の保険医総辞退の影響によるものと考えられる。

第1-3-1図 1人当たり受診件数
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イ  受診日数

1件当たり受診日数は,第1-3-2図に示すとおり全般的に減少傾向にある。45年度においては44年度に比べ
本人は3.2%,家族は3.0%,国保は3.6%の減を示している。46年度においては,本人は3.7%,家族は3.1%の減
を示している。

第1-3-2図 1件当たり受診日数

ウ  1日当たり診療費

1日当たり診療費は,第1-3-3図のように伸びを示し,45年度について対前年度の伸び率をみると,本人
19.5%,家族18.5%,国保17.7%となっている。さらに46年度における対前年度の伸び率は,本人12.9%,家族
13.1%と上昇している。

第1-3-3図 1日当たり診療費
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各論
第1編  健康の確保と増進
第3章  医療保険
第1節  医療保険制度の現状と動向
2  診療報酬問題

(2)  診療報酬改正の経過

診療報酬の改正は,30年以降においては,33年10月(総医療費の8.5%増),36年7月(総医療費の12.5%増),同年
12月(総医療費の2.3%増),38年9月(地域差撤廃に伴うもの,総医療費の3.7%増),40年1月(総医療費の9.5%
増),同年11月(薬価基準改正に伴うふりかえ,総医療費の3%増),42年12月(医科医療費の7.68%,歯科医療費
の12.65%増),45年2月(医科医療費の8.77%,同年7月1日からはさらに0.97%引き上げて9.74%増,歯科医療
費の9.73%増),47年2月(医科医療費・歯科医療費のそれぞれ13.7%増)の9回にわたって行なわれた。 

(3)  47年2月の診療報酬の改正の概要

47年2月の診療報酬の改正は,同年1月22日に中医協が行なった診療報酬の改定等に関する建議に基づき,診
療報酬の適正化を折り込み実施されたものであるが,その主な改正点は次のとおりである。 

ア  診察料の引き上げ

初診料,再診料,深夜加算を引き上げるとともに,乙表に慢性疾患指導料を新設し,併せて甲・乙両表の1本化
をはかった。

イ  薬剤料算定方法の合理化

従前の算定方法を定め,所定単価に付き使用薬剤の購入価格が15円以下である場合は1点とし,15円を超え
る場合は10円またはその端数を増ごとに1点を加算することとした。 

ウ  調剤料の剤数日数比例の廃止

乙表外来分について調剤料の剤数日数比例制を廃して投薬料について合理化を図った。

エ  手術料の甲・乙1本化,特殊計算の廃止
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手術料は,甲表では1.4倍,乙表では2倍にそれぞれ引き上げて,甲・乙1本化を図った。また,乙表では,手術に
あたって通常使用される治療材料(包帯材料,縫合糸等)費の算定および1回の手術に使用される薬剤に関す
る従来の特殊計算方法は廃止することとした。 

オ  処置料の改組

乙表処置点数は従来非常に細かく行為が細分されており,従って点数も煩雑であったが,これらの項目につ
いて整理を行なった。

カ  簡易検査の診察料への包括

乙表の一般検査のうち血圧測定等の項目を診察料に包括し,甲・乙1本化を図った。

キ  入院料,特類看護料

入院料を室料,看護料等5項目に分け,引き上げるとともに,基準看護加算については,従来の1～3類の加算の
引き上げおよび特類看護加算の新設を行なった。 

ク  端数整理

点数の端数整理を行ない,点数表から小数点未満の数字をなくした。

ケ  歯科診療報酬点数表の改正

補綴時診断料,歯冠形成等の項目を新設するとともに,医科に準じた改定を行なった。

コ  調剤報酬算定表の改正

調剤基本料の新設等を行なった。

(4)  薬価基準の改正

医療保険における診療報酬および調剤報酬は,診療報酬点数表及び調剤報酬算定表の各表により算定され
るが,このうち投薬・注射等に使用する薬剤の価格については,厚生大臣が定める「使用薬剤の購入価格」
(以下「薬価基準」という。)によることとされている。

最近における薬価基準は,45年8月に全面改正,46年2月および46年9月に一部改正ならびに47年2月に全面
改正が行なわれた。

47年2月に行なわれた薬価基準の全面改正は,1)46年2月実施の薬価調査に基づいて,46年11月に既収載
7,236品目および新たに経過措置品目とする266品目の価格改正の告示,2)47年1月に新たに377品目の追加
収載の告示,3)45年8月の全面改正の際の経過措置品目のうち医療機関に販売実績のある45品目の復活収
載の告示を内容とし,それぞれ2月1日から実施された。

この結果,現在の薬価基準の収載品目数は,7,658品目(内用薬3,825品目,注射薬2,728品目,外用薬894品目,歯
科用薬剤211品目)となっている。
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各論
第1編  健康の確保と増進
第3章  医療保険
第2節  医療保険の各制度
1  国民健康保険

国民健康保険は,市町村営を原則とし,おおむね被用者以外の一般国民を被保険者とする医療保険制度であ
り,被保険者の疾病,負傷,出産および死亡に関し,必要な給付を行なうものである。 

(1)  保険者および被保険者

47年3月31日現在における保険者,被保険者および被保険者の属する世帯の数は,第1-3-4表 のとおりであ
る。全国の市町村のうち,国民健康保険を実施していないのは,離島であるため医療の確保が困難な状況に
ある鹿児島県大島郡の2村のみである。

第1-3-4表 国民健康保険の保険者数・被保険者数・世帯数

最近数年間の動向をみると,保険者数については市町村合併の実施により,被保険者数については就業構造
等の変化などに伴う被用者保険への移動により,いずれも年々減少を続けていたが,46年度は,被保険者数に
ついて若干の増加がみられた。世帯数については,いわゆる核家族化を反映してやや増加の傾向にある。

なお,国民健康保険組合については,市町村の国民健康保険事業の運営に支障を及ぼさない限りにおいてそ
の設立が認められることとなっているため,39年以降は新規の設立はみられなかったが,45年5月31日かぎ
りで日雇労働者健康保険のいわゆる「擬制適用」の取り扱いが廃止されたことに伴って,土建業,板金業等
に従事する者により38組合が新たに設立され,46年度には,さらに1組合が設立された。

被保険者を年齢階層別にみると第1-3-4図のとおりであり,老齢者の構成割合の高いことが国民健康保険の
特徴の1つとなっている。

第1-3-4図 年齢3階級別人員構造
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つぎに,46年度の保険料(税)(保険料によることが原則であるが,保険者が市町村である場合は地方税法の規
定による国民健康保険税を賦課することができる。)の賦課の対象となった被保険者世帯の所得の状況
は第1-3-5表のとおりであり,年間所得が20万円未満の世帯が20%以上を占めている。また全世帯の年間平
均所得は年々上昇しているが,45年で70万円に満たない状態である。

第1-3-5表 国民健康保険の被保険者の所得階層別世帯分布

(2)  保険給付

国民健康保険における保険給付には,法定給付として療養の給付,助産費の支給および葬祭費の支給が,任意
給付として傷病手当金,育児手当金などがある。

療養の給付については,すべての保険者において世帯主,世帯員ともに7割給付となっているが,保険者に
よっては,その財政状況などを勘案しつつ,法定の7割をこえた給付を行なっているところもあり,また,老人,
乳幼児など特定の者に対する給付割合の引き上げを実施しているところもある。

診療費の状況の推移は第1-3-6表のとおりであり,給付改善,医学医術の進歩等を反映して,被保険者1,000人
当たり診療件数,診療1日当たり費用額,被保険者1人当たり診療費とも年々増加している。

第1-3-6表 国民健康保険診療費の状況
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そのうち,被保険者1人当たり診療費はここ数年20%前後の高い伸び率を示しており,44年度においては,対
前年度比15.8%とややその伸びは鈍化したものの45年度は18.1%の伸びとなっている。

療養の給付以外の給付については,助産費および葬祭費の支給は,財政的に余裕がないなどの特別の理由が
ある場合を除いてすべての保険者が行なうよう義務づけられているが,46年4月1日現在,助産費の支給はす
べての保険者が行ない,葬祭費の支給は,10保険者を除いてすべての保険者が行なっている。

なお,助産費の支給については,44年度から3か年で全保険者について支給額を1万円に引き上げることとし
ていたが,これは46年9月1日に達成された。任意給付である育児手当金は,1,756保険者が支給しており,傷
病手当金は若干の保険者が支給している。 

(3)  保健施設

国民健康保険の保険者の保健施設活動のうちで現在最も広く行なわれているものには,いわゆる直営診療
施設の設置運営と保健婦による保健サービスがある。

直営診療施設は,無医地区または医療施設の不足している,へき地,離島等の地域において,医療の普及を図
るため保険者が設置する診療施設であり,その数は46年4月1日現在で1,741(うち病院447)であるが,へき地
における医師確保が困難なことが一方にあり,他方において道路交通網の発達,代替医療施設の整備等が推
進されていることもあって,その数は年々減少しつつある。

国民健康保険の保健婦は,被保険者の健康の保持増進,疾病の予防などの業務に従事しており,特に医療施設
の乏しい地域においては,地域住民の保健衛生のにない手として重要な役割を果たしている。46年度末の
保健婦数は5,516人で,これを置いている保険者は2,383である。 

(4)  保険財政

国民健康保険事業の財源は,保険料(税),国庫支出金,都道府県支出金,市町村一般会計からの繰入金等であ
り,その支出は,総務費,療養諸費,その他の給付費保健施設費等である。

45年度における収入支出の状況は,第1-3-7表のとおりである。収入面においては,国庫支出金の占める割
合が高く約57%となっており保険料(税)が約34%でこれにつぎ,支出面においては,療養諸費がほとんどで,
約9O%という高い比率を占めている。

第1-3-7表 国民健康保険決算状況
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ア  概況

国民健康保険収支状況の推移は,第1-3-8表のとおりであり,国民健康保険財政は,40年度以降おおむね健全
性を維持しながら推移している。41年度,42年度は,医療費支出が予想を上回って増大したことなどのため
に赤字保険者数が若干増加し,43年度は,赤字保険者数が前年度より減少しているものの,赤字額はやや増加
している。44年度から赤字保険者数,赤字額とも減少し,45年度は,赤字保険者数が98に減少した。なお,実
質収支では,45年度は,前年度に比べ赤字保険者数が173から228に,赤字額では49億円から56億円に増加し
ている。

第1-3-8表 国民健康保険収支状況の推移
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イ  保険料(税

保険料(税)は,給付の改善や医療内容の向上等により医療費支出が上昇しているため,年々引き上げられて
いる。

45年度の保険料(税)の全国平均の額は,被保険者1人当たり5,146円,1世帯当たり1万7,096円となっており,
対前年度伸び率はそれぞれ17.9%,15.3%である。

なお,38年度から低所得者に対し保険料(税)の減額措置を行なっているが,47年度においては,前年度所得が
15万円以下の世帯または15万円に被保険者(世帯主を除く)1人につき9万円を加算した額以下の世帯を対
象として,被保険者応益割(保険料のうち,被保険者1人当たりおよび1世帯当たり定額で算定される部分)に
ついてそれぞれ6割または4割を減額することとしている。46年度の対象世帯は約301万世帯(全世帯の約
24.4%)で,この措置による保険料(税)の減収分として国が市町村に補てんした額は約95億7千万円となって
いる。 

ウ  国庫負担金および補助金

国民健康保険においては,被用者保険と異なり事業主負担がないこと,被保険者に低所得者が多く保険料
(税)負担に乏しいことなどの事情を考慮するとともに,医療保障に対する国の責任を明らかにするために,
従来から,大幅な国庫負担,補助が行なわれている。

現在,国は,被保険者の療養の給付に要した費用の4割を定率で負担するほか,5分相当額を調整交付金として
交付しており,他の国民健康保険関係の補助金とあわせ,46年度の国庫負担,補助の予算総額は約4,232億円
という巨額に達している。この額は,45年度約3,656億円に対し,約15.8%の伸びとなっている。 

(5)  沖縄県における国民健康保険
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沖縄においては,国民健康保険に相当する制度は存在しなかったが,復帰に伴い,本土の国民健康保険法が適
用されることとなった。ただ,沖縄県の市町村の実施準備の状況を考慮して,2年間の猶予期間が設けら
れ,49年4月1日までの間に,実施準備の整った市町村から逐次事業が開始されることとなっている。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare
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各論
第1編  健康の確保と増進
第3章  医療保険
第2節  医療保険の各制度
2  健康保険

健康保険は,被保険者の業務外の事由による疾病,負傷,死亡または分娩について保険給付を行ない,あわせてその被扶養者のこれら
の保険事故について保険給付を行なう制度であり,政府管掌健康保険と組合管掌健康保険の2本立てで運営されている。

政府管掌健康保険は,政府が保険者となって運営するものであり,健康保険の被保険者となっている者のうち健康保険組合の組合
員でない者を一括してその被保険者としている。また組合管掌健康保険は,厚生大臣の認可を受けて職域単位に設立された各健
康保険組合が保険者となって運営するものであり,それぞれの事業所の従業員をその被保険者としている。 

(1)  政府管掌健康保険

ア  適用状況

近年における政府管掌健康保険の事業所の推移は第1-3-5図に示すような増加傾向にあり,46年度末の事業所数は67万となってい
る。

第1-3-5図 政府管掌健康保険適用事業所数

被保険者数の動きは第1-3-6図に示すとおりで,46年度末の被保険者数は1,309万人であり,41年度末の被保険者数と比較すると,こ
の5年間に7.3%増加している。また,1事業所当たりの被保険者数は,41年度末には21.6人であったものが,その後やや減少し,46年
度末には19.6人となっている。

第1-3-6図 政府管掌健康保険の被保険者数と被扶養者数
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被扶養者数は,41年度から5年間で4.1%の増加をみ,46年度末で1,290万人となっている。被保険者1人当たりの被扶養者数をみる
と,41年度末で1.02人であったのが,46年度末には0.99人となっている。 

イ  標準報酬

健康保険では,保険料の額および傷病手当金等の現金給付の額は,各被保険者の標準報酬を基礎として算定される。このような標
準報酬制度とは,保険料の徴収および現金給付に関する事務上の便宜を図るため,被保険者の受ける報酬について段階を設け,各被
保険者の受ける報酬をそれぞれの定額に標準化したものである。

平均標準報酬月額は,労働者の平均賃金の動きを反映するが,近年における動きは第1-3-7図に示すとおり毎年度平均して5,000円
前後の増加を示しており,過去5年間の伸びは1.8倍となっている。特に46年度末では,5万6,116円と前年度に比べ6,000円を上回る
増加を示している。

第1-3-7図 政府管掌健康保険の平均標準報酬月額の推移

ウ  保険給付

保険給付には,被保険者本人に対するものとして療養の給付,療養費,傷病手当金,出産手当金,分娩費,育児手当金,埋葬料(費)の支給
があり,被扶養者に対するものとしては,家族療養費,配偶者分娩費,配偶者育児手当金および家族埋葬料の支給がある。保険給付費
の動きをみると41年度では3,153億円であったがその後毎年度平均600億円程度増加し,46年度においては6,243億円となり,41年
度の2.0倍となっている。被保険者1人当たりでは41年度2万5,848円であったものが,46年度には4万7,679円となり41年度の1.8倍
となっている。 

(ア)  療養の給付および家族療養費

療養の給付は,被保険者に対して病院,診療所において診察,手術,薬剤の支給,入院,看護などを行なうものであり,家族療養費は,被扶
養者に対して被保険者と同様の給付について,その5割を支給するものである。

療養の給付費は,41年度の2,371億円が,46年度には4,484億円と5年間にほぼ1.9倍になっており,家族療養費についても41年度477
億円が46年度には1,020億円とほぼ2.1倍の増加を示している。この間被保険者数は7.3%,被扶養者数は4.1%増加しているが,療養
費の増加はこれを大きく上回っているわけである。この内容をみてみると第1-3-9表のとおりであり,療養の給付費の増加は1日
当たり金額の大幅な増加が大きな原因となっている。

第1-3-9表 政府管掌健康保険の医療給付の状況
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(イ)  傷病手当金

傷病手当金は,被保険者が療養のため働けない場合で賃金がもらえないときに,4日目から労務不能の期間中,6か月(結核性疾患の
場合は1年6か月)を限度として,1日につき標準報酬日額の6割を支給し,その間の生活の安定に資することを目的とするものであ
る。

傷病手当金の支給総額は,41年度の231億円から46年度には395億円と1.7倍に増加している。過去5年間における被保険者1人当
たり支給額の増加傾向は第1-3-10表に示すとおり,かなり著しいが,これは賃金上昇による平均標準報酬月額の伸びによるもので
あるといえよう。

第1-3-10表 政府管掌健康保険傷病手当金給付の状況

(ウ)  その他の給付

傷病手当金以外の現金給付費の動きをみると出産手当金は41年度に22億円であったが,46年度には60億円と2.7倍の増加をみせて
いる。

エ  保健施設

健康保険では,被保険者および被扶養者の疾病,負傷の療養あるいは健康の保持増進をはかるため,病院および診療所の設置,保養所
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の運営,疾病予防検査などの事業を行なっている。 

オ  保険料

41年4月以来1000分の65であった政府管掌健康保険の保険料率は,42年8月から44年8月までの間,健保特例法によって暫定的に
1000分の70とされたが,44年の健康保険法等の一部改正により,健保特例法の失効とともに本法の保険料率が改正され,44年9月以
後も引き続き1000分の70と定められている。

保険料額は前述の標準報酬月額に保険料率を乗じて算定され,この保険料額は事業主と被保険者とが折半して負担することに
なっている。保険料の収納状況をみると収納率は41年度96.9%であったが,46年度は98.9%となり,41年度にくらべて2%も向上し
ている。 

カ  保険財政

近年における政府管掌健康保険の収支状況は第1-3-11表に示すとおりである。財政収支の不均衡は46年度においても解消せず,
国庫補助225億円の導入を行なってもなお単年度79億円の収支不足が生じ,累積収支不足額は実に1,980億円に達している。

第1-3-11表 政府管掌健康保険財政状況

(2)  組合管掌健康保険

ア  健康保険組合数

近年における健康保険組合の設立数は,44年度には48,45年度には58,46年度には51と,おおむね50前後で推移しており,46年度末
では1,502組合となっている。1組合当たり平均被保険者数は,46年度末において約6,670名となっているが,1,000人から3,000人
の組合数が全体の約41%を占め,最も多い。 

イ  適用状況

組合を設立している事業所数は第1-3-8図のとおり年々増加し,46年度末で約9万9,600となっている。

弟1-3-8図 組合管掌健康保険の事業所数
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被保険者数も第1-3-9図にあるとおり事業所の増加に伴い毎年伸びている。

第1-3-9図 組合管掌健康保険の被保険者数と被扶養者数

つぎに,被扶養者数についてみると,41年度以降,漸増の傾向にあるが,被保険者数の増加率に比しややこれを下回っていたが,46年
度においては被扶養者の伸びが上回っている。被保険者1人当たり被扶養者数は46年度末においては1.22人となっている。 

ウ  標準報酬月額

平均標準報酬月額は,第1-3-10図のとおり,42年度以降はおおむね10～13%の上昇率となっている。また,昭和46年度末で標準報
酬月額が上限に達している者は,被保険者約1,000万人に対し約200万人おり全体の20%をしめている。

第1-3-10図 組合管掌健康保険の平均標準報酬月額の年次推移
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エ  保険給付

組合管掌健康保険では,政府管掌健康保険とまったく同様な保険給付を行なうほか,これに合せて規約に定めるところにより,附加
給付を行なうことができることになっている。

以下,保険給付のうち,療養の給付,家族療養費および傷病手当金などについて,最近の状況をみることにする。

(ア)  療養の給付および家族療養費

被保険者の療養給付費は,41年度の1,092億円が45年度には2,173億円と4年間に約2倍になっており,家族療養費についても,同じく
416億円から872億円と約211倍の増加を示している。この間,被保険者数および被扶養者数はともに約1.3倍に増加しているにす
ぎないから,医療費の増加がきわめて顕著であることがわかる。

この内容を分析してみると,第1-3-12表のとおりであり,受診率は,被保険者については若干の動きがみられるが,被扶養者について
は漸増しており,診療1件当たり日数は,被保険者および被扶養者ともに漸減の傾向にあり,診療1日当たり金額は著増しており,医療
費の増加の原因が診療1日当たり金額の伸びによるものであることがわかる。

第1-3-12表 組合管掌健康保険の医療給付の状況
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(イ)  傷病手当金

傷病手当金は,第1-3-13表のとおり,被保険者1,000人当たり件数および被保険者1人当たり日数は減少しているが,被保険者1人当
たり金額および1件当たり金額は増加している。また,支給総額では41年度の101億円から45年度の171億円と約70%増加してい
る。このように支給総額が大幅に伸びているのは,傷病手当金の額が報酬に比例しているため,賃金の大幅な上昇に伴って増加し
たことによるほか,支給総件数についても,30%にも及ぶ被保険者数の増加のため,1人当たり件数では減少しているもののなお増
加を示していることによるものと考えられる。

第1-3-13表 組合管掌健康保険傷病手当金給付状況

(ウ)  附加給付

組合管掌健康保険の保険給付における特色の1つは,各組合において附加給付が行なわれる点にある。その実施状況は 第1-3-14
表のとおりであって,ほとんどの組合がこれを行なっている。

第1-3-14表 種類別附加給付実施健康保険組合数

附加給付の種類は多岐にわたっているが,最も多く行なわれているものは被扶養者に対する家族療養費(法定5割給付)に加えて支
給される家族療養附加金で,これによって,組合における医療給付水準はかなり高められている。

附加給付に要する費用は,46年度においては総額527億円,被保険者1人当たり,5,237円であり,法定給付に要する費用に対する割合
は14.2%となっている。 

オ  保健施設

組合管掌健康保険の保健施設は,組合の設立母体企業における労働条件等の実情に適応した効果的な事業を行なうことが,大きな
特色となっている。

この保健施設事業は,近年,傷病の治療から予防への動きが活発となり,各種検診等健康管理が重視されつつある。
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保健施設費は,46年度において総額366億円,被保険者1人当たり3,640円であり,支出総額の約7.1%を占めている。

カ  保険料

組合管掌健康保険における保険料率は標準報酬月額の1,000分の30から1,000分の80の範囲内で各組合ごとに決定される。

また,その負担割合も,事業主が保険料額の2分の1以上を負担することができ,現実に事業主の負担割合が被保険者のそれをこえて
いる組合が多い。

組合管掌健康保険の平均保険料率の推移は第1-3-15表のとおりであり,近年における保険財政の悪化を反映して年々引き上げが
行なわれている。

第1-3-15表 組合管掌健康保険平均保険料率および負担割合の推移

つぎに,保険料の負担割合については,46年度末で事業主57.9%,被保険者42.1%となっている。

また,保険料率別の組合数をみると,46年度末において1,000分の70の料率をとっている組合が最も多く全体の31.4%を占め,また,
最高料率の1,000分の80に達しているものは約9.6%となっている。ちなみに46年度末で保険料率1,000分の70以上となっている
組合数は920組合であり,全体の61.2%を占めている。 

キ  保険財政

健康保険組合の財政は,事務費については予算の範囲内で国庫が負担し,保険給付費,保健施設費等については,保険料でまかなうた
てまえになっている。

ただし,一部の財政基盤の弱い組合に対しては,33年度から若干の国庫補助が行なわれている。

組合の財政収支は第1-3-16表のとおり,全体として健全な歩みを示しているが,石炭産業関係の組合のように財政力の弱い組合も
あり,医療給付費の急激な増加による支出の伸びが収入のそれを上回る傾向がみられる。

第1-3-16表 組合管掌健康保険収支状況
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各論
第1編  健康の確保と増進
第3章  医療保険
第2節  医療保険の各制度
3  日雇労働者健康保険

日雇労働者健康保険は,日雇労働者である被保険者の業務外の事由による疾病,負傷,死亡および分娩ならびに被扶養者のこれらの
事故に対し給付を行なう制度であり,政府がこれを管掌している。

この制度は28年に発足したが,発足から2年を経た31年当時から,すでにその財政は収支の均衡を欠き,特にここ数年来の財政状況
はきわめて悪化しており,大幅な収支不足額が生ずるに至っている。 

(1)  適用状況

日雇労働者健康保険の適用事業所数および被保険者数(有効被保険者手帳所持者数)の最近6年間における推移は, 第1-3-11図のと
おりである。適用事業所数では,44年度まではほぼ横ばい状態であったが,45年度末においては,44年度末に比べ約5,000事業所の
減少を示している。被保険者数では41年度以降漸増傾向にあったが,45年5月31日限りで擬制適用が廃止され,これらの人々が国
民健康保険に移行したため,45年度末においては44年度末に比べ約46万6,000人の減少を示した。

第1-3-11図 日雇労働者健康保険の適用事業所数および被保険者数(有効被保険者手帳所持者数)

(2)  保険給付

保険給付には,被保険者本人に対するものとして療養の給付,療養費,傷病手当金,出産手当金,分娩費および埋葬料の支給があり,被
扶養者に対するものとしては,家族療養費,配偶者分娩費および家族埋葬料の支給がある。保険給付費の動きを第1-3-17表により
みると41年度では238億円であったが,46年度においては322億円となっている。

第1-3-17表 日雇労働者健康保険財政状況
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(3)  保健施設

被保険者および被扶養者の疾病の早期発見・早期治療を目的として巡回診療車9台が主要都市に配置され活動している。

(4)  保険料

日雇労働者健康保険の保険料額は,2階級の定額制で,被保険者の賃金日額によって2等級に区分されており,賃金日額が480円以上
の場合は第1級として1日につき26円,480円未満の場合は第2級として1日につき20円である。

保険料は事業主と被保険者とが折半負担する。

なお,最近6年間における被保険者の平均賃金日額の推移は第1-3-12図のとおりである。

第1-3-12図 日雇労働者健康保険の平均賃金日額
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(3)  疾病給付

疾病給付費は,第1-3-13図に示すとおり年々増加し,46年度においては,214億5,337万円となっている。

第1-3-13図 船員保険疾病給付費および傷病手当金の推移

給付費の増加の大きな要因は,医療給付費の増加である。46年度の医療給付費は135億6,170万円で,被保険者1人当たり5万589円
となり,前年度の4万8,860円に比べ約4%の増加である。

医療給付費の増加要因は第1-3-18表にみられるように,主として近年における診療1日当たり金額の大幅な増加によるものであ
る。

第1-3-18表 船員保険の医療給付の状況

疾病給付費のうち,医療給付費についで多いのは傷病手当金である。46年度における傷病手当金の支給額は66億526万円で疾病給
付費の31%を占めており,健康保険など他の医療保険と比較するとかなり大きなものである。 

(4)  失業給付

船員保険は,総合保険であるため,短期給付として疾病給付の外に失業給付もなされているが,失業部門の適用を受けている被保険
者は,46年度末において17万8,794人で,全被保険者の中では68%となっている。

失業給付費は46年度は20億3,132万円で前年度に比して,31%増加している。

(5)  福祉施設
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船員保険においては,各保険給付のほか,被保険者や被扶養者等の福祉を増進するため,各種の福祉事業が行なわれている。46年度
末現在,全国の主要港等に病院3,診療所2,保養所60,海外福祉施設(ラスパルマス)1,船員保険総合福祉センター1,休療所10,母子寮1
が設けられている。このほか,中高年齢者に対する疾病予防検査等の保健事業,せき髄損傷患者に対する介護料の支給,無線医療セ
ンターの運営等が行なわれている。 

(6)  保険財政

船員保険特別会計の財政収支は,全体でみる限り,長期給付(年金)の原資にあてるための積立金として一定の財源を予定しているの
で,決算上収支不足額を生じることはないが,各給付部門別に収支をみると疾病部門においては38年度以降収支不足額を生じ,41年
度末現在で累積収支不足額は24億4,900万円に達した。

このため,疾病部門における当面の財政収支の均衡をはかるため,臨時応急的な措置として,6億円の国庫補助の導入をはかるととも
に健保特例法により保険料率および一部負担の特例が設けられた。この結果,ようやく収支の均衡をみるに至っている。
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第1編  健康の確保と増進
第3章  医療保険
第2節  医療保険の各制度
5  診療報酬審査支払制度

保険者は,保険医療機関または保険薬局等から療養の給付に関する費用の請求があったときはこれを審査
したうえで支払うものとされているが,保険者にかわり,その委託を受けて審査支払いを行なっている機関
として社会保険診療報酬支払基金と国民健康保険団体連合会がある。 

(1)  社会保険診療報酬支払基金

社会保険診療報酬支払基金(以下「基金」という。)は,保険者が診療担当者に対して支払う診療報酬の迅
速適正な支払いと診療担当者が保険者に提出する診療報酬請求書の審査を行なうことを目的として,23年
9月に設立された公法人である。基金は,社会保険医療に関する診療報酬の審査および支払いのほか社会保
障としての医療(生活保護,結核予防等)に関する診療報酬の審査および支払いをもその業務として取り扱
うことができるものとされており,これらの業務は,各保険者等から委託を受け,契約を締結して行なうこと
となっている。

近年における基金の取扱業務の状況は,第1-3-19表のとおりである。

第1-3-19表 社会保険診療報酬支払基金業務状況

(2)  国民健康保険団体連合会

国民健康保険の診療報酬の審査支払いは,沖縄県を除く全国46の都道府県ごとに設立されている国民健康
保険団体連合会が保険者から委託を受けて行なっている。

連合会に対する診療報酬審査支払いの委託状況は第1-3-20表のとおりであり,未委託保険者は年々減少し
ている。45年度に連合会が行なった審査の件数(受付件数)は1億8,189万件であり,44年度の1億7,738万件
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に比べ2.5%の伸びとなっている。

第1-3-20表 国民健康保険診療報酬審査支払委託状況
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